
第２２号議案 

令和６年度長岡京市国民健康保険事業特別会計予算 

 令和６年度長岡京市国民健康保険事業特別会計予算は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，６７８，９１２千円と

定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出

予算」による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における款

内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

令和６年２月２１日提出 

長岡京市長 中小路 健 吾 
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1 1,345,685

1 国民健康保険料 1,345,685

2 179

1 手数料 179

3 155

1 国庫補助金 155

4 5,503,462

1 府補助金 5,503,462

5 694

1 財産運用収入 694

6 817,677

1 他会計繰入金 594,677

2 基金繰入金 223,000

7 1

1 繰越金 1

8 11,059

1 延滞金及び過料 2,525

2 雑入 8,534

7,678,912

繰入金

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金　　　　　額

 千円

款

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計

国民健康保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

府支出金

財産収入
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1 133,383

1 総務管理費 119,290

2 徴収費 13,795

3 運営協議会費 298

2 5,421,472

1 療養諸費 4,622,084

2 高額療養費 769,452

3 移送費 11

4 出産育児諸費 16,007

5 葬祭諸費 4,450

6 精神・結核医療付加金 8,468

7 傷病手当金 1,000

3 1,993,932

1 医療給付費分 1,370,156

2 後期高齢者支援金等分 460,940

3 介護納付金分 162,836

4 1

1 共同事業拠出金 1

5 105,307

1 保健事業費 29,343

2 特定健康診査等事業費 75,964

6 694

1 基金積立金 694

7 4,123

1 償還金及び還付加算金 4,122

2 繰出金 1

金 額

 千円

款

歳　　出

項

総務費

保険給付費

国保事業費納付金

共同事業拠出金

保健事業費

基金積立金

諸支出金
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8 20,000

1 予備費 20,000

7,678,912

項

予備費

歳　　出　　合　　計

金　　　　　額

 千円

款
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１　総　　括

（歳　　入）

1 国民健康保険料 1,345,685 1,332,489 13,196

2 使用料及び手数料 179 195 △16

3 国庫支出金 155 172 △17

4 府支出金 5,503,462 5,366,351 137,111

5 財産収入 694 929 △235

6 繰入金 817,677 741,858 75,819

7 繰越金 1 1 0

8 諸収入 11,059 13,469 △2,410

7,678,912 7,455,464 223,448

 千円

歳　　入　　合　　計

 千円

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円
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１　 特  別  職
（単位：千円、人）

本年度

前年度

比   較

２　 一　般  職

（1） 総　　括
（単位：千円、人）

※（　　　）内は、再任用職員数の外書きである。

給  与  費  明  細  書

区   分 職員数

給  与  費

共済費 合  計

報  酬 給  料 期末手当 地域手当
その他
の手当

計

13 250 - - - - 250 - 250

13 250 - - - - 250 - 250

0 0 - - - - 0 - 0

区  分 職員数

給  与  費

共済費 合  計

報  酬 給  料 職員手当等 計

本年度
(－)

6,561 41,180 33,824 81,565 14,979 96,544
25

前年度
(－)

4,574 41,093 32,227 77,894 14,298 92,192
25

比　 較
(－)

1,987 87 1,597 3,671 681 4,352
0

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分 扶　　養 地　　域 住　　居 通　　勤 特殊勤務 時 間 外 夜間勤務 管 理 職

本年度 276 4,975 336 1,142 － 5,990 － 1,200

前年度 78 4,941 1,344 837 － 5,990 － 589

比較 198 34 △ 1,008 305 － 0 － 611

期末勤勉 退　　職 児　　童 単身赴任
管理職員
特別勤務 計

19,725 － 180 － － 33,824

18,448 － 0 － － 32,227

1,277 － 180 － － 1,597

会計年度任用職
員13人を含む

備考

備　考

会計年度任用職
員13人を含む
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（2） 給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位：千円、人、％）

区分 増減額 説　　明 備　　考

１
給与改定に伴う
増加分

761
給与改定の状況
前年度改定率　1.93%

２
昇給に伴う増加
分

763 平均昇給率　1.89%

３
その他の増減
分

△ 1,437 職員の異動等によるもの

職員数の異動状況
本年度12（うち常勤一般職職員12
名）
前年度12（うち常勤一般職職員12
名）
増   減 0

１
地域手当の増
減分

34
給与改定によるもの
職員の異動等によるもの

２
期末勤勉手当
の増減分

1,277
給与改定によるもの
職員の異動等によるもの

３
その他の増減
分

286 職員の異動等によるもの

増減事由別内訳

給料 87

職員手
当等

1,597
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（3） 給料及び職員手当等の状況

ア 職員1人当たりの給与

（単位：円）

一般行政職

平均給料月額 280,667

平均給与月額 320,527

平均年齢（歳） 34歳10月

平均給料月額 279,425

平均給与月額 333,185

平均年齢（歳） 36歳2月

※再任用職員を除く。

イ 初任給（令和6年4月1日）
（単位：円）

国の制度

一般行政職（一般職）

高 校 卒 170,900 166,600

大 学 卒 202,400 196,200

区　　分

令和6年1月1日現在

令和5年1月1日現在

区　　分 一般行政職

国42



ウ 級別職員数

（単位：人、％）

※その他の職種は除く。

※（　　　）内は、再任用職員数及び構成比の外書きである。

※構成比の欄は、級の区分ごとに端数処理をしているため計が合わないことがある。

（級別の基準となる職務）

区　分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

次　長 係　長 主　事 主　事

課　長 総括主査 技　師 技　師

5級

4級

3級

2級

1級

計

一般行政職 部　長 主　査課長補佐

一般行政職

区　　分

令和6年1月1日現在

級

7級

6級

職員数

－

2

－

1

2

2

(－)

5

(－)

12

構成比

－

16.7

－

8.3

16.7

16.7

(－)

41.7

(－)

100.0
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エ 期末手当・勤勉手当
（単位：月）

オ 地域手当
（単位：％、人）

カ その他の手当

異なる

同じ

同じ

国の制度との異同

交通用具使用の場合、用具の種
類により額が異なる距離区分があ
る。

―

―

差異の内容

扶養手当

支給率計

支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

12

(2.30)

有

(－)

※（　　　）内は、再任用職員数の外書きである。

12

(1.175) (2.35)

有

※（　　　）内は、再任用職員の支給率である。

区分

4.40

通勤手当

国の制度

(1.175)

住居手当

2.25 2.25 4.50

16

本年度

前年度

(1.15)

区　　分

2.20 2.20

2.25 2.25

(1.15)

備考

(1.175) (1.175) (2.35)

支給期別支給率 職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置6月 12月

有
4.50
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